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平成２１年度第８回人事委員会会議結果

１ 開催日時

平成２１年７月２１日（火）午前１０時００分～午前１０時５５分

２ 開催場所

人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）

３ 出 席 者

【人事委員】

委 員 長 曽 我 紀 厚

委 員 佐 蔵 絢 子

【事務局職員】

次 長 加賀田 啓

任用課長 西 尾 孝 之 給与課長 稲 田 将

副 主 幹 懸 樋 順 一 副 主 幹 松 本 秀 樹

副 主 幹 川 口 豊 長

【傍 聴 者】 なし

４ 議 題

議案第１号 職員団体からの要求に対する回答について

議案第２号 労働基準法第４１条の規定に基づく宿直勤務の許可について

報告第１号 警察職員の懲戒処分について

協議等事項

（１）「県職員」「警察官」の仕事説明会の実施について

（２）国家公務員の６５歳定年制に関する動向について

５ 会議の公開・非公開

報告第１号及び協議等事項を非公開とした。

６ 議 事

髙橋委員は出席できなかったが、今後の事務に支障があることから、地方公務員法第１１条第

２項の規定により委員２名で委員会を開催することとした。

（１）議案第１号

職員団体からの要求に対する回答について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
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【説 明】

要 求 項 目 回 答 案

１ 2009年度賃金要求について

(1)公正な公民比較方法の確立について

①公民比較方法については、双方の職務内容を

適切に把握、評価し、その職務に求められる

人材、能力を考慮した公正な比較方法に改善

すること。

・現行制度を検証の上、より職員や県民（納税者

）の理解が得られるようなものとなるよう、必

要な見直し等について、検討していきます。

②県職員の標準職務表は、係長・副主幹を行政

職3、4級に、課長補佐・主幹を同5、6級とし

、企業規模500人以上（事業所規模50人以上

）の民間事業所との均衡を図ること。また、

他給料表においても同様とすること。

・変更する予定はありません。

③賃金比較の対象企業規模を100人以上に戻す

こと。

・変更する予定はありません。

④一時金については、月例給と同様にラスパイ

レス比較とすること。

・変更する予定はありません。

⑤県職員の職位割合を職務内容の類似性から国

家公務員と均衡させること。

・任命権者と協議してください。

(2)2009年度の賃金、手当改善について

①2009年度の給与改定にあたっては、民間賃金

実態を正確に把握し、鳥取県職員の賃金水準

を改善すること。

・引き続き、民間給与実態調査結果等を踏まえ、

県民・職員の理解が得られるようなものとした

い。

②中断している労働組合、人事委員会、各任命

権者の三者における賃金水準、賃金配分、給

与体系等について具体的な調査資料に基づい

た検討、協議を早期に再開すること。

・引き続き、機会を捉えて、労働組合や各任命権

者の意見を伺うとともに、当委員会の考え方な

ども理解が得られるよう、説明に努めていきた

い。

③適正な職務給への移行のため、未整備である

諸制度、諸基準を適正に整備するための研究

、指導をおこなうこと。

・制度の研究は行います。

④過去の勧告で触れたままとなっている、技術

職、専門職に対する事務職と異なる複線的給

料制度の研究、指導をおこなうこと。

・制度の研究は行います。

⑤大卒初任給格付けを民間初任給と均衡させる

こと。

・平成20年4月に初任給基準を改善したところで

あり、当面、変更する予定はありません。

⑥全ての給料表及び級において号給延長をおこ

なうこと。

・特別な事情がない限り、変更する予定はありま

せん。

⑦勤勉手当への成績率反映については、評価制

度および評価結果の実態を把握し、適正に運

用されるよう指導すること。また、現行の不

公平運用が是正されない間、良好者の月数を0

.725月に引き上げる措置を講ずること。

・勤勉手当は勤務成績に基づき支給すべきもので

あり、当委員会の取扱を変更する予定はありま

せん。

⑧期末勤勉手当における職務段階別加算などに

ついて、行政職を基本に他給料表、特に教育

職給料表との整合を図ること。

・変更する予定はありません。

⑨労働基準法改正を踏まえ、時間外勤務手当を

直ちに改善すること。

・改正労働基準法の施行期日（平成２２年４月１

日）に向けて措置します。

⑩配偶者とその他の扶養親族との格差をなくし

、扶養順位による支給とすること。また、教

・扶養手当は比較給与であり、民間給与実態調査

結果等を踏まえ、給与水準全体を考慮する中で
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育加算額を引き上げること。 、県民（納税者）の理解が得られるようなもの

としていきます。

⑪労働組合休職専従者の復職時調整を、民間に

準じ2/3から3/3に是正すること。

・制度の趣旨を踏まえ、県民（納税者）の理解が

得られるようなものとしたい。

(3)職種別の賃金改善について

①人材確保が困難となっている高度な国家資格

を要する獣医師、薬剤師などの専門資格職種

については、在職者年齢の偏りによって能力

が適正に労働条件に反映されない不利益を排

除するため、スタッフ的な個別給料表を定め

ること。

・変更する予定はありません。

②教育職給料表（一）、（二）の統合は、おこ

なわないこと。

・二本立ての理由がない以上、統合に向けて、検

討していきます。

③教員賃金については、中央教育審議会等での

論議（教職調整額・義務教育教員特別手当の

見直し等）に追従することなく、本県におけ

る教職員の労働実態、必要な人材確保の観点

から適切な検討を行うとともに労働組合と十

分に協議をおこなうこと。

・関係法令等に基づき対応します。

④実習教員や寄宿舎教員の職位を適正に整備す

ること。

・任命権者と協議してください。

２ 労働時間、休暇および休業について

(1)労働時間管理について

①地域社会活動への参画、ワーク･ライフ･バラ

ンスの確立、次世代育成支援などを図るため

、年間総労働時間1，800時間を確立すること

。

・時間外勤務の縮減は課題と認識していますので

、機会を得て、任命権者と話をしていきます。

②ICレコーダーによって把握されているサービ

ス残業については、労働監督権を行使し完全

禁止を指導すること。

・時間外勤務の縮減は課題と認識していますので

、法令遵守を求めていきます。

③時間外勤務の増加が進んでいる現状から、時

間外勤務時間数を根拠として不足人員を把握

し、適正人員配置を指導すること。

・時間外勤務の縮減は課題と認識していますが、

人員配置については、任命権者と協議してくだ

さい。

④時間外勤務実態、メンタル発現者の増加など

の実態から、定数増を使用者に指導すること

。

・時間外勤務の縮減は課題と認識していますが、

定数増については、任命権者と協議してくださ

い。

⑤ワーク･ライフ･バランスの確立を進めるため

、短時間勤務制度、休暇制度の総合整備をお

こなうとともに、勤務地域制限異動制度を整

備すること。

・勤務時間や休暇に係る制度は、国、他の都道府

県との均衡を考慮しながら、県民（納税者）の

理解が得られるようなものとなるよう、研究を

行います。勤務地域制限異動制度の整備は、任

命権者と協議してください。

⑥障がい者などが利用できる短時間勤務制度を

整備すること。

・勤務時間に係る制度は、国、他の都道府県との

均衡を考慮しながら、県民（納税者）の理解が

得られるようなものとなるよう、研究を行いま

す。

⑦時間外勤務を原則禁止とし、真にやむを得な

い場合にあっても年間150時間に制限、その遵

守を指導すること。

・36協定の遵守を求めていきます。時間外勤務の

縮減は課題と認識していますので、機会を得て

、任命権者と話をしていきます。

⑧育児、介護をおこなう職員については、年15 ・法が求める主旨は徹底するよう指導していきま
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0時間を超えて超過勤務をさせてはならない

とする法が求める主旨を厳守させること。ま

た、子の看護休暇を「子一人につき５日」と

し、中学校就学の始期に達するまでに拡大す

ること。

す。休暇制度は、国、他の都道府県との均衡を

考慮しながら、県民（納税者）の理解が得られ

るようなものとなるよう、研究を行います。

⑨リフレッシュ休暇制度、リカレント休暇制度

を整備すること。

・休暇制度は、国、他の都道府県との均衡を考慮

しながら、県民（納税者）の理解が得られるよ

うなものとなるよう、研究を行います。

３ 男女平等の公務職場の実現について

(1)公務における男女平等の実現を人事行政の重

要事項と位置づけ、次の改善をおこなうこと。

①育児休業復職時調整の改正によって不利益取

扱を受けている旧制度利用者を救済すること

。

・変更する予定はありません。

②女性職員の各年齢階層の登用実態を調査し、

差別的取扱があれば是正を指導すること。

・任命権者と協議してください。

③女性の労働権確立に向けた休暇制度の拡充や

環境整備を指導すること。

・休暇制度は、国、他の都道府県との均衡を考慮

しながら、県民（納税者）の理解が得られるよ

うなものとなるよう、研究を行います。

(2)育児休業および育児のための短時間勤務の男

性職員の取得促進、次世代育成支援対策推進法

に基づく「行動計画」の着実な実施に向け、条

件整備や取得率の数値目標を明確にするなどの

指導を行うこと。

・昨年度の勧告に併せて報告しているので、当面

は、実施状況を見守っていきます。

４ 非常勤職員等の労働条件の改善について

(1)「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法

律」の主旨に従い2007年勧告、2008年勧告でお

こなった非常勤職員の処遇改善を知事が早期に

進めるよう指導すること。

・昨年度の勧告に併せて報告しているので、任命

権者とも協議してください。

(2)非常勤職員および臨時的任用職員の雇用、身分

等の差別的取扱いを解消し、継続的、安定的な

雇用を確保するための制度整備を進めること。

・昨年度の勧告に併せて報告しているので、任命

権者とも協議してください。

(3)非常勤職員等の賃金・労働条件を「均等待遇」

の原則に基づき抜本的に改善すること。

・昨年度の勧告に併せて報告しているので、任命

権者とも協議してください。

(4)年齢別最低賃金制度を導入すること。 ・昨年度の勧告に併せて報告しているので、任命

権者とも協議してください。

(5)県が2008年度から実施している職務内容を反

映させていない賃金格差の是正を指導すること

。

・昨年度の勧告に併せて報告しているので、任命

権者とも協議してください。

５ 福利・厚生施策等について

(1)地方公務員法第8条の第1項第2号を踏まえて

公務員の健康管理と福利、厚生制度を勤務条件

の重要事項と位置づけ、その施策の拡充に向け

た基本政策を策定すること。

・健康管理と福利・厚生施策の拡充については、

引き続き研究するが、職員の健康保持の重要性

については十分認識した上で、昨年度の勧告に

併せて報告しているので、任命権者ともよく協

議してください。

(2)メンタルヘルス対策については、予防策に重点

を置いた健康管理体制の充実のため、職場環境

などの調査、研究をおこない労働監督権に基づ

いた具体的改善指示を関係機関におこなうこと

。

・過去に報告で述べたこと、その後の経過等も含

めて任命権者と話をしてみたい。
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(3)民間事業所における従業員駐車場の整備およ

び実費弁済状況が一昨年に把握されたことか

ら、公共交通機関を利用できない労働環境の問

題点を調査するとともに、本県職員の通勤手段

の中心となっている自家用車利用における駐

車料金を含めた実費弁済のあり方の検討をお

こなうこと。

・給与制度全般の中で検討していきます。

(4)昨年度末の労働災害を再発させないため、労安

指導機能を果たすとともに、全職場での安全衛

生委員会の設置を指導すること。

・法令遵守と労働災害が発生しないような体制づ

くりについて、求めていきます。

６ その他の労働諸条件の改善に関わる事項につ

いて

(1)新たな人事制度の整備に当たっては、中立、公

正な人事行政や勤 務条件を所管する立場から

必要な役割を果たすこと。また、国家公務員の

給与法第21条に準じて、給与決定に関わって苦

情がある場合の審査申し立て制度の条例化を勧

告するとともに、代理人による審査請求が可能

となるように人事委員会規則を整備すること。

・必要な調査、研究は行っていきます。なお、既

に、苦情申し立てに係る制度はあります。

(2)公務職場への外国人の採用、障がい者の雇用を

促進すること。そのために必要な職場環境の整

備を指導すること。

・外国人については、ほとんどの職種で受験を認

めているとともに、身体障害者を対象とした採

用試験も実施しているところです。障害の程度

に応じた勤務と処遇のあり方については、昨年

の勧告の際に報告しているように、引き続き検

討していく必要があります。

(3)教育公務員特例法第12条により、公立学校の教

諭などにのみ適用されている条件付任用期間１

年を、地方公務員法第22条１項と同様の６か月

間とすること。

・法律事項であり、要求があれば、所管機関と協

議してください。

【質 疑】

事務局

教育職給料表の統合について、教育委員会事務局と具体的な議論をしていきましょうという意

見交換を行った。一本化したときに支障があると思われることがあれば、教育委員会の方から具

体的にどうこうするといった具体的なプランをいただいて、それについて検討していきたいとい

うような話をした。早期に協議したいと考えているし、また、委員会にも諮って進めていきたい。

（２）議案第２号

労働基準法第４１条の規定に基づく宿直勤務の許可について、事務局が説明し、原案のとおり

決定した。

【説 明】

鳥取県知事、鳥取県教育委員会教育長、鳥取県監査委員事務局長、鳥取県人事委員会事務局長から

宿直勤務の申請があり、適当と認められるので、労働基準法第４１条第３号及び労働基準法施行規則

第２３条の規定により申請のとおり許可しようとするもの。

① 許可の要件

ア 宿直の勤務の態様が労働密度の薄いものであること。

イ 一定額以上の宿直手当が支払われること。

ウ 宿直勤務については、週１回を限度とすること。
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エ 宿直勤務については、相当の睡眠設備が設置してあること。

② 申請の内容

ア 目的

平成１５年度に許可済みである「災害及び事件、事故等に対する２４時間災害等初動体制」にか

かる宿直勤務について、平成２１年８月から１０月の間における新型インフルエンザ対応に係る宿

直勤務に限り１回の宿直員数を１名から３名に増員する。

なお、日直勤務（勤務体制は１名）については平成１５年度に鳥取県知事、教育委員会教育長に

対して許可した内容から変更はない。

また、新型インフルエンザ対応に係る宿直体制は３人体制で、うち１名は必ず防災局職員、残り

の２名を課長又は課長補佐が宿直勤務を行う。（知事部局以外の申請が２名となっているのは、残

りの２名いずれも当該任命権者の職員となる可能性があるため。）

イ 宿直の勤務の態様

電話対応など一般的な待機業務

ウ 宿直対象者

対象員数対象職員

男性 女性

防災局 全職員 ２８名 ２６名 ２名

知事部局 ３５９名 ３３０名 ２９名

教育委員会事務局 ３３名 ３０名 ３名

監査委員事務局 １５名 １４名 １名

人事委員会事務局

課長又は課長補佐（課

長級・補佐級を含む）

３名 ３名 ０名

防

災

局

以

外 合 計 ４１０名 ３７７名 ３３名

宿直勤務の対象職員は男性のみ

エ 勤務時間

区分 宿直勤務の開始及び終了時刻

平日及び休日 午後５時１５分～翌日午前８時３０分

オ 一定期間における宿直の回数と１回の宿直手当

一定期間における宿直の回数 宿直手当

許可条件：週１回を限度

防災局職員（１人当たり週０．２７回）

防災局職員以外（１人当たり週０．０４回）

４，２００円

カ 睡眠設備

防災待機室（畳の間１０畳）に寝具２組と簡易ベッド２組の合計４組を設置。

冷暖房設備あり。

（３）報告第１号

警察職員の懲戒処分について、事務局が説明した。

（４）協議等事項

①「県職員」「警察官」の仕事説明会の実施について事務局が説明した。

【説 明】

ア 県職員（警察職員以外）の説明会



- 7 -

（ア）日時

８月１７日（月） 午後１時１５分から４時まで

※ 午後１時受付開始、希望者による個別相談は午後４時から５時まで

（イ）会場

県庁講堂（本庁舎１階）及び各職場（ 鳥取市東町一丁目２２０ ）

（ウ）対象の職種と定員

事務（５０名）

社会福祉（福祉・心理）、保健師、保育士、総合化学、薬剤師、建築、獣医師、農業、土木

（各職種５名）

（エ）内容

・ オリエンテーション、人事担当者の話、若手職員の話（13:15～14:15）

・ 職場見学（14:30～16:00）

〇県職員の説明会参加者の職場見学は県庁本庁舎又は第２庁舎の各部局を予定。

〇職種によっては県の地方機関などを見学する場合がある。（送迎付）

・ 個別相談（16:00～17:00） ※ 希望者のみ（採用試験、勤務条件、配属など）

イ 警察職員（警察官、警察事務）の説明会

（ア）日時

８月１７日（月） 午後１時１５分から４時まで

※ 午後１時受付開始、希望者による個別相談は午後４時から５時まで

（イ）会場

県警察本部庁舎「会議室」（ 鳥取市東町一丁目２７１ ）

（ウ）対象の職種と定員

警察官、警察事務（５０名）

（エ）内容

・ オリエンテーション、人事担当者の話、若手警察官・職員の話（13:15～15:15）

・ 施設見学（15:15～16:00）

・ 個別相談（16:00～17:00） ※ 個別相談は希望者のみ

ウ 対象

県職員・警察官の採用試験の受験を予定されている方、又は今後の受験を考えている方

エ 申込期間

８月５日（水）まで

※ 申込みは先着順で、定員になり次第受付を終了。

オ 申込方法

電話又はＥメール。

②国家公務員の６５歳定年制に関する動向について、事務局が報道をもとに説明した。

７ 次回の人事委員会の開催

平成２１年７月３０日（木）午後４時００分から開催することとした。


